
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度は目標KPIを達成しており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成すると考えられるこ

とから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト
千円

決算額 4,250 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 4,250 千円
最終現計予

算額

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 100 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 100 % 目標値 100目標値 100 % 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 %

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年度予算で完了予定であった箇所が、事業進捗の遅れから、繰越となり年度内完成箇所数が、目標値に達さなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

始期 S46

終期

Ｋ  P  Ｉ

土石流等による２次災害の発生防止対策の実施率（市町分）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 県単独治山事業費 予算主管課 森林整備課

事　業

概　要

公共治山事業としては採択されない小規模な山地災害のうち、早期に対応が必要

な箇所について、市町等に対し復旧費用を補助する。

時点･期間 R8年度

現状値 100 %

コ　ス　ト

最終現計予

算額
1,026,778 千円

最終現計予

算額

決算額 千円

実績値 22 箇所 実績値 箇所 実績値

20 箇所 目標値 20 箇所 目標値

千円

決算額 1,026,177 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

現状値 16 箇所

目標値 25 箇所 目標値

R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R６年度 時点･期間

達成率 ％ 達成率 ％

箇所 実績値 箇所

達成率 88.00 ％ 達成率 ％

20 箇所
Ｋ  P  Ｉ

土石流等による２次災害の発生防止対策がされた箇所数（県営）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

2月

補正

事　項 山地防災治山事業費 予算主管課 森林整備課

事　業

概　要

　森林の維持造成を通じて、山地災害の防止、水源のかん養、生活環境の保全・形成、地すべ

り活動による被害防止を図り、県民が安全で安心して暮らせる強靭な県土づくり及び災害に強

い森林づくりに寄与すること目的とする。

始期 S40

終期

R7年度 時点･期間 R8年度

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法の見直しは想定していない。6年度で終期となることから、７年

度以降については検討する。

５

年

度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

毎年度、要望調査を経て、事業実施しているが、令和５年度は要望箇所数が少なかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

% 目標値

千円

決算額 39,269 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 40,000 千円
最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R2～4年度 時点･期間 R2～5年度 時点･期間 R2～R6年度 時点･期間

実績値 %

達成率 88.75 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 71 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値

始期 H20

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

山地災害危険地区の整備が完了し安全性が向上した割合(R2～R6累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当初 事　項 集落等山地災害危険地区整備事業費 予算主管課 森林整備課

事　業

概　要

山地災害危険地区の解消を図るため、土砂流出防止機能等が著しく低下し、降雨等によって集

落等に被害を及ぼす恐れのある地区の森林を緊急に整備する。

５

年

度

時点･期間

現状値 57 %

目標値 80 % 目標値 100

R  7  年  度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

計画箇所すべてに着手することができたが、５箇所が繰越となり、令和６年度まで完成が遅れることとなった。

コ　ス　ト

% 目標値

千円

決算額 96,013 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 96,030 千円
最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R1～4年度 時点･期間 R1～R5年度 時点･期間 時点･期間

実績値 %

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 100 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値

始期 R1

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

治山激甚災害対策特別緊急事業に基づく整備箇所の復旧割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 豪雨災害関連山地防災治山事業費 予算主管課 森林整備課

事　業

概　要

平成30年７月豪雨により被災した山地のうち特に甚大な被害が生じた地区において、再度の災

害を防止するため、緊急かつ集中的に復旧整備を行う。

時点･期間

現状値 73 %

目標値 100 % 目標値

R  7  年  度
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6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、これまでの事業実施状況を踏まえると、６年度以降も

KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

% 目標値 33

千円

決算額 253,559 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
269,235 千円

最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 H28~R4年度 時点･期間 H28~R5年度 時点･期間 H28~R6年度 時点･期間 H28~R7年度

実績値 %

達成率 103.60 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 29 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 31

始期 H29

終期

Ｋ  P  Ｉ

耐震補強された特に被害が大きい防災重点ため池割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

財源に、国の交付金や補助金を活用して事業を計画的に実施しており、５年度のKPIの実績は、想定どおりの成果

が出ている、６年度以降も事業（施設整備等）を継続することで、KPIは目標値を達成すると考えられることか

ら、６年度の執行方法や７年度以降の予算の見直しは想定していない。

12月

補正

後

（追

加）

事　項 ため池地震防災対策事業費 予算主管課 農地整備課

事　業

概　要

　下流に人的被害が発生するおそれのある｢防災重点ため池｣を対象に、耐震調査や耐震対策工

事、住民避難につながるハザードマップの作成を重点的に実施することにより、ため池地震対

策の加速化を図る。

５

年

度

時点･期間 H28~R8年度

現状値 28 %

目標値 28 % 目標値 30

R  7  年  度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

海岸 目標値 6

千円

決算額 224,178 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
225,185 千円

最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R5年度 時点･期間 R５～５年度 時点･期間 Ｒ5～６年度 時点･期間 R５～７年度

実績値 海岸

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

海岸

実績値 5 海岸 実績値 海岸 実績値 海岸

海岸 目標値 6

始期 H12

終期 R13

Ｋ  P  Ｉ

整備完了により安全性を確保した漁港海岸数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 地域漁港海岸総合整備事業費 予算主管課 漁港課

事　業

概　要

漁村地域において水産基盤及び海岸保全施設の整備に関し、各分野で実施してきた既存の事業

を、ニーズに即して策定された計画に基づき、各公共事業を自由に選択することにより、漁村

の総合的な整備を図る。

時点･期間 Ｒ5～８年度

現状値 5 海岸

目標値 5 海岸 目標値 5

R  7  年  度
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8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、これまでの事業実施状況を踏まえると、６年度以降も

KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

% 目標値 87

千円

決算額 434,867 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
439,531 千円

最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R1~R5年度累計見込 時点･期間 R1~R5年度 時点･期間 R1~R6年度 時点･期間 R1~R7年度

実績値 %

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 84 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 86

始期 S37

終期

Ｋ  P  Ｉ

浸水被害が防止された防災重点ため池割合（廃止含む）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、これまでの事業実施状況を踏まえると、６年度以降も

KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

2月

補正

事　項 ため池豪雨等防災対策事業費 予算主管課 農地整備課

事　業

概　要

　ため池が老朽化し危険な状態となっているものや、大規模な地震等の発生に伴って決壊等の

被害を生じる恐れがあるため池等を整備補強することにより、災害を未然に防止するとともに

農業用水の安定供給を図る。

５

年

度

時点･期間 R1~R8年度

現状値 84 %

目標値 84 % 目標値 85

R  7  年  度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

か所 目標値 60

千円

決算額 14,000 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 16,050 千円
最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 か所

達成率 125.00 ％ 達成率 ％ 達成率

か所

実績値 75 か所 実績値 か所 実績値 か所

か所 目標値 60

始期 R3

終期

Ｋ  P  Ｉ

サポートセンターが点検・パトロール・助言を実施した件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

12月

補正

後

（追

加）

事　項 ため池管理保全推進事業費 予算主管課 農地整備課

事　業

概　要

ため池の管理・監視体制の強化を図るため、ため池保全サポートセンターを設置し、ため池の

老朽度の点検やパトロールを実施するとともに、管理者に対する技術的指導や助言、劣化状況

評価などに取り組む。

時点･期間 R8年度

現状値 85 か所

目標値 60 か所 目標値 60

R  7  年  度
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10

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標達成率１００％のため、６年度以降も事業進捗を踏まえると、KPIは目標達成すると考

えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

地区 目標値 8

千円

決算額 145,647 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
145,647 千円

最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R1~4年度累計 時点･期間 R1~5年度累計 時点･期間 R1~6年度累計 時点･期間 R1~7年度累計

実績値 地区

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

地区

実績値 5 地区 実績値 地区 実績値 地区

地区 目標値 6

始期 Ｓ31

終期

Ｋ  P  Ｉ

高潮や浸食等に強く安全性が高い県管理海岸数（累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は目標達成率１００％のため、６年度以降も事業進捗を踏まえると、KPIは目標達成すると考

えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

12月

補正

後

（追

加）

事　項 海岸保全施設整備事業費 予算主管課 農地整備課

事　業

概　要

高潮、津波、波浪、侵食等による被害から海岸を防護し、国土を保全するために

海岸保全施設を整備する。

５

年

度

時点･期間 R1~8年度累計

現状値 5 地区

目標値 5 地区 目標値 5

R  7  年  度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

地区 目標値 73

千円

決算額 142,966 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
148,587 千円

最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R1~5年度累計 時点･期間 R1~5年度累計 時点･期間 R1~6年度累計 時点･期間 R1~7年度累計

実績値 地区

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

地区

実績値 73 地区 実績値 地区 実績値 地区

地区 目標値 73

始期 S35

終期

Ｋ  P  Ｉ

地すべり対策を実施した地区数（累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 地すべり対策事業費 予算主管課 農地整備課

事　業

概　要

農林水産省農村振興局所管の地すべり防止区域内において、農業基盤の維持、国

土保全及び民生の安定化のための整備を行う。

時点･期間 R1~8年度累計

現状値 73 地区

目標値 73 地区 目標値 73

R  7  年  度
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見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　5年度の目標達成率が想定よりも低調であったため、６年度執行において、関係機関との協議・調整に遅延が生

じないよう執行管理の改善を図り、成果の向上につなげる。

５

年

度

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

農業水利施設１か所について、関連機関との協議・調整に不測の期間を要し、整備完了が予定より遅延したため、未達成となっ

た。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

か所 目標値 4

千円

決算額 64,438 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 69,137 千円
最終現計予

算額

R  8  年  度

時点・期間 R2~R4年度 時点･期間 R2~R5年度 時点･期間 R2~R6年度 時点･期間 R2~R7年度

実績値 か所

達成率 50.00 ％ 達成率 ％ 達成率

か所

実績値 1 か所 実績値 か所 実績値 か所

か所 目標値 3

始期 S40

終期

Ｋ  P  Ｉ

河川氾濫や湛水被害が軽減される機能向上した取水堰及び排水機場数（累計）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

12月

補正

後

（追

加）

事　項 農業水利施設防災対策事業費 予算主管課 農地整備課

事　業

概　要

  立地条件の変化により排水条件が悪化した地域や、治水上支障のある農業用河川工作物につ

いて、農地の湛水被害や洪水時の河川氾濫を未然に防止する単独施設整備を実施し、農村地域

の安全安心の確保を図る。

時点･期間 R2~R8年度

現状値 0 か所

目標値 2 か所 目標値 3

R  7  年  度


